
スケート競技用具購入補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１ この要領は、スケート競技（スピードスケート競技、フィギュアスケート競技及びアイ

スホッケー競技）の普及と競技レベルの向上を促進するため、スケート競技を行う八戸圏域

連携中枢都市圏内（八戸市・三戸町・五戸町・田子町・南部町・階上町・新郷村・おいらせ

町）の中学生が、スケート競技用具の購入（以下「補助事業」という。）に要する経費につ

いて、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付については、八戸市補助金等の

交付に関する規則（昭和 61 年八戸市規則第１号。以下「規則」という。）に定めるもののほ

か、この要領の定めるところによる。 

 

（補助対象） 

第２ 補助金の交付対象とするスケート競技用具は次のとおりとする。 

(1)  競技用スピードスケート靴 

(2)  競技用フィギュアスケート靴 

(3)  アイスホッケー用スティック 

２ 補助対象者及び補助金の交付対象となるスケート競技用具の要件については、別表１のと

おりとする。 

 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第３ 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、スケート競技用具の購

入に要する経費（消費税及び地方消費税を除く。）とする。 

２ 前項の補助対象経費は、各スケート用具 1セット（スケート靴は 1足、アイスホッケー用

スティックは 1本）分とする。 

３ 補助金の額は、別表２のとおりとする。 

 

 （補助金の交付申請の受付） 

第４ 補助金の交付申請の受付は、令和６年４月 23 日（火）から開始し、令和７年３月７日

（金）で終了する。 

２ 補助金の交付申請は、受付順に整理するものとする。ただし、郵送による申請の場合には、

交付申請書が八戸市庁に到着した日を受付日とする。 

３ 前項ただし書の場合において、交付申請書が八戸市庁に到着した日が休日（八戸市の休日

に関する条例（平成２年八戸市条例第 20 号）第１条第１項に規定する休日をいう。以下同

じ。）に当たるときは、受付日をその日以後においてその日に最も近い休日以外の日とする。 

４ 補助金の交付申請に係る受付は、当該年度の予算の範囲内で行うこととし、予算を超過し

た場合は、前項の規定にかかわらず、受付を終了するものとする。 

５ 交付申請のあった補助金の総額が当該年度の予算の額を超える日に複数の交付申請を受



け付けた場合には、当該日の受付に係る交付申請者の中から抽選を行い、交付申請を受理す

る者を決定する。 

 

（交付申請） 

第５ 規則第３条の補助金交付申請書は、別記第１号様式のとおりとする。 

２ 規則第３条の規定により市長が定める書類は、次のとおりとする。 

 (1) 日本スケート連盟又は日本アイスホッケー連盟に選手登録していることが分かる文書 

(2) 補助対象経費が分かる契約書又は見積書の写し等 

 (3) 購入するスケート競技用具の形状等が分かる仕様書又はカタログ等の写し 

(4) その他市長が必要と認める書類 

 

 （交付決定） 

第６ 規則第５条による通知は、補助金交付決定通知書（別記第２号様式）により行うものと

する。 

２ 市長は、審査の結果、補助金を交付することが適当でないと認めるときは補助金を交付し

ないことを決定し、補助金交付不決定通知書（別記第３号様式）により通知するものとする。 

 

（補助事業の遂行） 

第７ 補助事業の着手は、原則として第６第１項の交付の決定後に行うものとする。ただし、

補助対象者が交付の決定前に着手する場合にあっては、その理由を明記した交付決定前着手

届（別記第４号様式）を市長に提出するものとする。なお、この場合においては、補助対象

者は、交付の決定までのあらゆる損失等は自らの責任とすることを明らかにした上で行うも

のとする。 

２ 補助対象者は、令和７年３月 31 日までにスケート競技用具を購入し、令和６年度内に補

助事業を完了しなければならない。 

３ スケート競技用具を購入し、補助対象経費の支払を完了した日を補助事業の完了日とする。 

 

（補助事業等の変更の届出） 

第８ 規則第７条の規定により補助事業の変更等の承認を受けようとする者は、変更等承認申

請書（別記第５号様式）を市長に提出し、その承認を受けるものとする。 

２ 前項の補助事業の変更により補助金の額が変更になる場合において、変更後の補助金の額

は、補助金交付決定通知書にある補助金交付額の範囲内とする。 

３ 市長は第１項の規定による申請があった場合は、当該申請に係る内容を審査し、変更等を

承認したときは、変更等承認書（別記第６号様式）により通知するものとする。 

 

 

 



（実績報告） 

第９ 規則第 12 条の実績報告書は、別記第７号様式のとおりとする。 

２ 規則第 12条の規定により市長が定める書類は、次のとおりとする。 

(1) 補助対象経費の支払に係る領収書の写し 

(2) スケート競技用具の保証書又は納品書の写し 

(3) その他市長が必要と認める書類 

３ 前２項の書類は、補助事業が完了した日（第６第１項の通知を受けた日において既に補助

事業が完了している場合にあっては、同日）から起算して 30 日を経過する日又は令和７年３

月 31日のいずれか早い日までに提出しなければならない。 

 

（確定） 

第 10 規則第 13 条の規定による通知は、補助金確定通知書（別記第８号様式）により行うも

のとする。 

 

（交付時期） 

第 11 補助金は、規則第 13 条の規定によりその額の確定した後、補助金請求書（別記第９号

様式）による補助対象者からの請求に基づき、交付する。 

 

（交付回数） 

第 12 補助金の交付は、第２第２項に規定する者に対し、１回限りとする。 

 

 （協力） 

第 13 補助対象者は、市長の要求があった場合は、スケート競技用具の使用状況等に関し、市

長に報告しなければならない。 

 

（その他） 

第 14 この要領に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要領は、令和６年４月 23日から実施し、同年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 



別表１（第２関係） 

⑴ 

競
技
用
ス
ピ
ー
ド
ス
ケ
ー
ト
靴 

補助対象者 次に掲げる要件を全て満たす個人とする。 

  ① 連携中枢都市圏内に住民登録があり、日本スケート連盟に

選手登録をしている中学生であること。 

② この要領の規定により、令和６年度内において、補助金の

交付を受けていないこと。 

③ 令和６年４月１日から令和７年３月31日までの間に競技用

スピードスケート靴を購入し、補助事業を完了、又は完了

予定であること。 

補助金の交付対象

となる競技用スピ

ードスケート靴 

次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

① 未使用品であること。 

② 展示物や商品としてではなく、補助対象者自らが競技用と

して使用するものであること。 

⑵ 

競
技
用
フ
ィ
ギ
ュ
ア
ス
ケ
ー
ト
靴 

補助対象者 次に掲げる要件を全て満たす個人とする。 

  ① 連携中枢都市圏内に住民登録があり、日本スケート連盟に

選手登録をしている中学生であること。 

② この要領の規定により、令和６年度内において、補助金の

交付を受けていないこと。 

③ 令和６年４月１日から令和７年３月31日までの間に競技用

フィギュアスケート靴を購入し、補助事業を完了、又は完

了予定であること。 

補助金の交付対象

となる競技用フィ

ギュアスケート靴 

次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

① 未使用品であること。 

② 展示物や商品としてではなく、補助対象者自らが競技用と

して使用するものであること。 

⑶ 

ア
イ
ス
ホ
ッ
ケ
ー
用
ス
テ
ィ
ッ
ク 

補助対象者 次に掲げる要件を全て満たす個人とする。 

  ① 連携中枢都市圏内に住民登録があり、日本アイスホッケー

連盟に選手登録をしている中学生であること。 

② この要領の規定により、令和６年度内において、補助金の

交付を受けていないこと。 

③ 令和６年４月１日から令和７年３月31日までの間にアイス

ホッケー用スティックを購入し、補助事業を完了、又は完

了予定であること。 

補助金の交付対象

となるアイスホッ

ケー用スティック 

次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

① 未使用品であること。 

② 展示物や商品としてではなく、補助対象者自らが競技用と

して使用するものであること。 

 

 



別表２（第３関係） 

(1) 競技用スピードスケート靴 第３第１項に定める補助対象経費の３分の１（千円未満

の端数が生じた場合はこれを切り捨てる。）又は３万円の

いずれか低い額。 

(2) 競技用フィギュアスケート靴 第３第１項に定める補助対象経費の３分の１（千円未満

の端数が生じた場合はこれを切り捨てる。）又は３万円の

いずれか低い額。 

(3) アイスホッケー用スティック 第３第１項に定める補助対象経費の３分の１（千円未満

の端数が生じた場合はこれを切り捨てる。）又は 1万円の

いずれか低い額。 

 

 


